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＜平成１４年３月期 中間決算について＞ 
 

本日開催の取締役会において、平成１４年３月期の中間決算(平成１３年４月～平成１３年９月)が確定 

いたしましたので、ご報告いたします。 

 

１．中間単独決算の概要 

（１）当中間期の販売数量は、２，０３０万 KL と前年同期比 １０１．１％・２３万 KL の増販となりました。 

一方、売上高は７，７８０億円と前年同期比 １０５．６％・４１１億円の増収となりました。 
 

（２）当中間期は、 

        営業利益ベースでは、①新たな経営計画「価値創造２１」に取り組み、その成果として価値創造及び合理化が７１億円達成

でき収益改善に寄与しましたが、②需要減退により、マス製品販売数量が３２１千ＫＬ減少したことなどで１４億円のマイナ

スとなり、差引き５７億円の改善ができました。しかし、③前中間期には、たな卸資産評価方法を変更した影響で１２４億円

利益を増加させる要因があったことにより６７億円の減益となりました。 

また、営業外損益では④財務体質の改善に努め、有利子負債削減による支払利息の減少や関係会社配当金などの増加により、

金融収支で４１億円改善できたこと、⑤為替差益・雑損益で３億円改善となったことで、経常利益は２７億円となり、前年同

期比２３億円の減益となりました。 

なお、中間純利益は特別損益で株式市場の低迷に伴い投資有価証券評価損を計上したことなどにより、１２億円のマイナス

となりました。 
 

（３）平成１４年３月期 決算の概要(単独)    注）総資産については前年度３月末比較  

 当中間期 前中間期 増   減 
販 売 数 量 20,301 千 KL・t    20,074 千 KL・t    227 千 KL・t (    1.1%) 
売 上 高 7,780 億円    7,369 億円       411 億円 (    5.6%) 
営 業 利 益 2,817 百万円    9,557 百万円    △ 6,740 百万円 ( △70.5%) 
経 常 利 益 2,712 百万円    5,053 百万円    △ 2,341 百万円 ( △46.3%) 
中 間 純 利 益 △1,244 百万円    4,364 百万円    △ 5,608 百万円 (     - %) 
総 資 産 １兆 1,663 億円    １兆 1,978 億円      △ 315 億円 ( △2.6%) 

配 当 一株当たり 3 円    一株当たり 3 円    増 減 な し 
 

  （４）平成１４年３月期 決算の業績予想(単独)      

 売   上   高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 配          当 

通            期 １兆 6,000 億円    15,000 百万円    5,000 百万円    一株当たり 6 円  

（前  提） ・原   油 ( Ｄ Ｂ )   ：２４＄/B 、 為替  ：  １２０円/$ 

・原   油   処   理   ：需要に見合った生産 

・販   売   数   量   ：採算販売強化 、 内需燃料油計  ９５．９％ (通期) 

・｢ 価値創造２１｣     ：初年度効果   年間 １７８億円 

２．中間連結決算の概要 

  （１）当中間期の連結中間決算は、上記単独中間決算の要因に加え、石油開発部門など連結会社の改善はありましたが、営業利益

は１２０億円と４２億円の減益、経常利益は１０１億円と６６百万円の減益、中間純利益は１９８百万円のマイナスとなり

５７億円の減益となりました。 

（２）平成１４年３月期 中間連結決算の概要    注）総資産については前年度３月末比較  

 当中間期 前中間期 増   減 

売 上 高 9,150 億円    8,468 億円    682 億円 (    8.1%) 

営 業 利 益 12,077 百万円    16,361 百万円    △4,284 百万円 ( △26.2%) 

経 常 利 益 10,142 百万円    10,208 百万円    △66 百万円 (  △0.6%) 

中 間 純 利 益 △ 198 百万円    5,517 百万円    △5,715 百万円 (      -%) 

総 資 産 1 兆 2,890 億円    1 兆 3,199 億円    △309 億円 (  △2.3%) 

   

（３）平成１４年３月期 連結決算の業績予想      

 売   上   高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 

通            期 １兆 8,400 億円    26,000 百万円    5,500 百万円    
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上   場   会   社   名       コスモ石油株式会社 上場取引所  東 大 名

コード番号       5007 本社所在都道府県
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１. 13年 9月中間期の連結業績( 平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日 )
(1)連結経営成績 (注)金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 915,089 8.1 12,077 △ 26.2 10,142 △ 0.6
12年 9月中間期 846,883 - 16,361 - 10,208 -
13年 3月期 1,845,841 36,582 26,511

           ( 当 期 ) 純 利 益     たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 △ 198 - △ 0.31 -
12年 9月中間期 5,517 - 8.80 8.59
13年 3月期 8,673 13.81 13.53
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期           34 百万円   12年 9月中間期          270 百万円   13年 3月期          555 百万円

     ②期中平均株式数(連結)　13年 9月中間期  629,863,854 株　　　12年 9月中間期   626,959,489 株　　　13年 3月期   628,040,436 株

     ③会計処理の方法の変更　　 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 1,289,057 172,892 13.4 274.64
12年 9月中間期 1,323,917 176,925 13.4 280.74
13年 3月期 1,319,959 177,773 13.5 282.09
(注) 期末発行済株式数(連結)　13年 9月中間期  629,524,088 株　　　12年 9月中間期   630,202,088 株　　　13年 3月期   630,202,517 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 △ 3,167 △ 10,597 △ 22,807 62,063
12年 9月中間期 △ 2,504 39,107 △ 18,517 114,862
13年 3月期 58,824 27,347 △ 87,229 97,787

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  22　社   持分法適用非連結子会社数　11　社   持分法適用関連会社数　3　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結(新規)2　社  (除外)0　社   持分法(新規)0　社  (除外)　1　社

２. 14年 3月期の連結業績予想( 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 )
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 1,840,000 26,000 5,500
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)              8 円  74 銭

１株当たり株主資本

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期)純利益 １ 株 当 た り 中 間 潜在株式調整後１株当

現金及び現金同等物

期　 末 　残 　高
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

               氏　          名

財務活動による
キャッシュ・フロー

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率



１．企業集団等の状況

   当企業集団はコスモ石油(株)(当社)及び子会社９３社、関連会社５４社により構成され、原油の自主開発から輸入・精製・貯蔵・販売を主な事業の内容としております。

   その他、当社及び一部の関連会社により不動産の販売・石油関連施設の工事・保険代理店等の事業も営んでおります。

   事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付けは、次のとおりであります。

事業          主            要         な          会            社 会社数

アブダビ石油(株)、ムバラス石油(株)、合同石油開発(株)、他４社 ７社  

コスモオイルインターナショナル(株)、英国コスモ石油(株）、他２社 ４社  

石 コスモタンカー(株)、他１社 ２社  

当社 １社  

コスモ石油ルブリカンツ(株） １社  

コスモ松山石油(株)、丸善石油化学(株) ２社  

油 当社、コスモ石油ガス(株)、コスモアスファルト(株）、コスモ石油ルブリカンツ(株）、

コスモ石油サービス(株)、東洋国際石油(株）、他６６社 ７２社  

北斗興業(株）、扇島石油基地(株）、沖縄石油基地(株）、他４社 ７社  

コスモ海運(株）、東京コスモ物流(株）、関西コスモ物流(株）、他２２社 ２５社  

(株)コスモ石油技術研究所、他１社 ２社  

不動産 当社、コスモ総合開発(株)、他２社 ４社  

その他 コスモエンジニアリング(株)、(株)コスモトレードアンドサービス、他２９社 ３１社  

      以上の企業集団について図示すると次のとおりであります。

(原油の開発・生産) 

 ※１ アブダビ石油(株)         ｢原油・              ｢潤滑油基油｣

 ※４ ムバラス石油(株)               

 ※４ 合同石油開発(株) コ (潤滑油製造)

他  ※１  １社  ※１ コスモ石油ルブリカンツ(株)

※３  １社 ス

石 ※５  ２社 (石油製品の販売)

(原油・石油製品の輸出入) モ  ※１ コスモ石油ガス(株)

 ※１ ｺｽﾓｵｲﾙｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)  ※１ コスモ石油ルブリカンツ(株)

 ※３ 英国コスモ石油(株) 石  ※１ コスモアスファルト(株)

他  ※３  ２社  ※１ コスモ石油サービス(株)

油  ※１ 東洋国際石油(株)

             他    ※１     ５社  

(株)                     ※２  １０社  

                    ※３  ２４社  得

                  ※４     １社  

                    ※５  ２６社  

(荷役・運送) 意

(原油・石油製品の海上輸送)  ※１ コスモ海運(株)     (石油化学製品製造)

 ※１ コスモタンカー(株)         ｢海上輸送｣ 石  ※１ 坂出コスモ興産(株)    ※１ コスモ松山石油(株)

他  ※５  １社 油  ※３ 東京コスモ物流(株)    ※４ 丸善石油化学(株)

精 他     ※１     ３社  先

製 ※３     ８社  

・ ※５  １１社  

油 石

油 ｢石油化学原料｣

製 (貯蔵)

品  ※１ 北斗興業(株) (技術研究)

販  ※５ 扇島石油基地(株) ※１ (株)コスモ石油技術研究所

売  ※５ 沖縄石油基地(株) 他　　※５　１社

・        他     ※１    ２社  

不                ※５    ２社  

動

産

不 販 (不動産売買の仲介及び賃貸)

動 売  ※１ コスモ総合開発(株)

産 及        他    ※２     １社  

び                     ※５     １社  

賃

(工事・保険・リース等) 貸

そ  ※１ ｺｽﾓｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)     ※１ 連結子会社

の  ※１ (株)ｺｽﾓﾄﾚｰﾄﾞｱﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ         ｢精製設備     ※２ 非連結子会社で持分法適用会社

他 他  ※１      ２社            の工事等｣     ※３ 非連結子会社で持分法非適用会社

※３  ２２社      ※４ 関連会社で持分法適用会社

※５      ５社      ※５ 関連会社で持分法非適用会社

潤 滑 油 製 造

不 動 産 売 買 等

区                    分

原 油 ・ 石 油 製 品 の 貯 蔵

技 術 研 究

         石油製品｣

工 事 ・ 保 険 ・ リ ー ス 他

原 油 の 開 発 ・ 生 産

原 油 ・ 石 油 製 品 の 輸 出 入

原油・石油製品の海上輸送

石 油 精 製

石 油 化 学 製 品 製 造

石 油 製 品 の 販 売

荷 役 ・ 運 送

-１-
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２．経営方針  

 

１．経営の基本方針 

  当グループは基本理念として｢真に顧客に愛されるコスモネットワークの実現」、｢最強のコスト競争力を持つ

コスモネットワークの実現」を掲げ、顧客の皆様にコスモグループのより一層のファンになっていただけるよ

う、ブランドバリュー向上に向けた経営努力を続けてまいります。 

  また、株主・取引先等の当社をとりまくステークホルダーからの信頼確保を通じて、企業価値の向上と競争

力強化に努めてまいります。 

  更に、わが国のエネルギー供給の一翼を担う企業として環境問題や社会貢献活動にも積極的に取り組み、社

会と調和のとれた総合的な発展を目指してまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

  利益配分につきましては、業績に見合った安定的配当を基本方針としております。内部留保資金の使途につ

いては、財務体質の改善に配慮しつつ、キャッシュフローの創出に重点を置いた投資選別を行ってまいります。 

 

３．対処すべき課題と中長期的経営戦略 

  今後も石油事業をコアビジネスとし、世界的景気後退も受けた石油需要の鈍化傾向・環境規制の強化等の課

題に取り組んでまいります。今年度は新２ヵ年経営計画「価値創造２１」の初年度にあたりますが、原油に代

表されるマーケット環境の激変や低マージン化等、厳しい経営環境に対応すべく、目標達成に向けた経営努力

を続けてまいります。 

また、新エネルギーやネット事業等の新規事業の取組みにより、石油ビジネスを補完すべく収益源の多様化

を図っていきます。 

グループ経営の強化としては、転籍制度を導入して関連会社の自己責任経営の徹底を図るとともに、収益責

任と資本効率の明確化を目的としてROCE（調達資本利益率）等の指標を使った業績評価制度の導入を実施して

おります。 

ヒトの面では「価値創造志向型」人材の育成を図るとともに、成果主義報酬の導入を実施しております。ま

た、ERP 統合業務パッケージシステム「ＳＡＰ」の導入による更なる業務革新を行うことによりコスモ石油グ

ループの要員スリム化を進めてまいります。 

（１）部門別施策 

①石油販売 

本年度から取り組んでいる「価値創造２１」では、ＳＳ運営力の強化を大きな目的としております。具体的

施策として１つめは、カーケア収益の取り込み拠点となるカーケアコンビニエンス「B－cle」ネットワークの

展開です。2002年度末で500のB－cleネットワークを目標とし、今年度上期末には224のB-cleネットワークを構

築いたしました。２つめは、当社の大きな強みである独自に運営するハウス・クレジットカード「コスモ・ザ・

カード」によるマーケティングの展開です。会員を対象としたガソリンマイレージの展開、ハウスカードへの

ETC(高速料金自動収受システム)機能の付加等によりお客様の利便性拡大を実施いたしました。また、上期の発

券実績は約23万枚となり、過去最高を記録し、累計発券枚数も300万枚となりました。今後とも、客単価アップ

とＳＳ収益に直結したマーケティングを展開します。３つめはユーザーニーズに対応し、セルフＳＳの展開も

業態化の一つとして捉えて対応してまいります。本上期末までに55のセルフSSを展開いたしました。 「価値

創造２１」を推進・実現するため当社65名のスーパーバイザー(SS運営改善のコンサルタント)が個々のSSに対

してコンサルティングを行うことで地域ナンバー１のSS作りを目指し、お客様のニーズに応えてまいります。 

        

②供給         

  当社の製販一貫体制及び製油所立地の強みを最大限に生かし、販売と生産装備力と原油選択のベストミック

スにより生産付加価値の最大化を図り、並行してSCM(ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)の強化を行い、低コストなオペレー

ションを徹底してまいります。また、既に業界トップクラスにあるコスト競争力の維持強化を図るべく精製コ

スト削減を目的とした｢７００円/ＫＬ削減プロジェクト｣の推進などを通じて、供給体制の更なる効率化に取組

み、同時に保安管理活動の強化を行うことにより今迄以上に安全・安定操業に努めてまいります。 
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③物流 

  特約店と協力して配送環境整備をより一層進めると同時に SS でのローリー単独荷卸しなどによる稼動向上

を実現することで更なる低コスト化を図ります。また、日石三菱株式会社との業務提携等の協業化により出荷

拠点配置の適正化や製油所相互活用の効果を追求してまいります。 

④原油開発 

  アブダビ･カタールをコアエリアとしながら、今年初め新規発見のあった豪州を第二のコアエリアとして２０

０３年には当社原油処理量の約２０％弱を自主開発原油で賄う予定です。長期的な目標としては、３０%まで高

めて収益基盤の更なる強化に努めてまいります。 

⑤新規事業 

(イ) 電力事業・新エネルギー 

電力事業として、２００３年稼動予定の四日市におけるＩＰＰや、コージェネレーション(熱電併給)シス

テムの販売、等を展開中であります。新エネルギーである、ＧＴＬ、ＤＭＥ、石油系燃料電池の技術開発

などにも積極的に取り組んでまいります。また、次世代のエネルギーとして期待の高まっているＬＮＧ事

業の展開についてはローリー販売事業ならびに輸入基地事業に参画を果たしました。 

今後、更なる展開についても検討を進めてまいります。 

（ロ）ネット事業 

ｅコマースの運営やインターネットを利用したガソリンマイレージの展開、「コスモ・ザ・カード」の発券、

車検の予約等販売活動の支援に力を入れてまいります。 

（３）日石三菱株式会社との業務提携 

１９９９年１０月の業務提携以来、当面の効果額１５０億円の実現に向け取り組みを進めております。 

既に実施した主な案件としては、仕入：日本グローバルタンカー(株)の設立、精製：統合ＬＰを使用した委

託精製・製品の相互融通拡大、物流：製油所直送体制の拡大・出荷基地の統廃合、潤滑油：潤滑油原料の相互

融通 などがあげられます。  

  提携効果の拡大を目指してより突っ込んだ検討を行ってまいります。 

（４）環境対応 

  「価値創造２１」の中で「環境先進企業」となることを掲げました。 

当社は、｢２１世紀は環境の世紀｣と位置付け、環境という視点で経営資源の配分を見直し、企業組織のあり方

を改革するとともに、自らが地球環境問題に率先して取り組み、国益や地球市民の利益のために発言し行動す

べきと考えています。このような活動は持続可能な社会作りのみならず、企業の存続基盤の強化にも繋がるも

のと考えています。 

既に取り組んでいる主な環境活動として、産油国で発生する炭酸ガスの削減を目指したアブダビ石油のゼロ

フレアプロジェクトや、豪州での排出権取引、国際社会貢献活動の一貫として発展途上国にてＮＰＯとのパー

トナーシップの下に焼畑農業から水田型農業への転換支援などの活動を進める一方、「製油所エネルギー原単

位」や「石油輸送の省エネルギー化」「軽油などの燃料品質対策」等、省エネ化・輸送効率化にも取り組んでお

り、今後とも地球環境保全活動に積極的に対応してまいります。 

 

４．目標とする財務指標 

 バランスシートのスリム化により資本効率の向上を図ります。格付の大きなポイントである資本・負債の構成

比を考慮し、９９年３月末比で有利子負債２,０００億円削減を目指します。財務指標としては２００２年度を

目途に石油単独ベースでＲＯＥ１０％、自己資本比率２０％、有利子負債依存度４０％を目指してまいります。

また、連結ベースでも単独並の財務指標を目標としていきます。 
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３．経営成績  

 

 

１． 平成１４年３月期  中間決算の概況 

当中間期中における原油価格は、米国において需要期を前にしたガソリンの供給不足が懸念されて一時高騰し、５

月にはドバイ原油が１バーレル２７．５ドルを超える場面もありましたが、その後原油在庫およびガソリン在庫の着

実な積上がりによって価格は下落し、２４～２５ドル前後で推移しました。 

  しかしながら、為替相場は前年に比べ１５円程度の円安で推移したため、円貨ベースでのコスト上昇は１円強とな

りました。 

  これに対し、国内の石油製品市況は、ガソリンではほぼコスト見合いの上昇がありましたが、産業用燃料油を中心

に総じて原油価格上昇分を十分に転嫁できる状況には至りませんでした。 

   

一方、国内の石油製品需要は、ガソリンではほぼ前年並みとなりましたが、内需全体では景気の低迷を反映して産

業用燃料油を中心に大きく減少いたしました。 

   

このような経営環境の下、当中間期は新たな経営計画である「価値創造２１」に取り組んだ結果、精製、販売、物

流、管理全般にわたって単独ベースで７１億円の成果を達成することが出来ました。 

   

当中間期の経営成績と致しましては、単独では、売上高は原油価格上昇の影響により、７，７８０億円となり前年

同期比４１１億円の増収となりました。損益面では、「価値創造２１」に取り組み、その成果として価値創造及び合

理化が７１億円達成でき収益改善に寄与しましたが、内需製品需要の減退によりマス製品販売数量の減少などで１４

億円のマイナスとなり、差引き５７億円の改善ができました。しかしながら、前中間期には、たな卸資産評価方法を

変更した影響で１２４億円利益を増加させる要因があったことにより、営業利益は２８億円と前年同期比６７億円の

減益となりました。 

また、営業外損益では財務体質の改善に努め、有利子負債削減による支払利息の減少や関係会社配当金などの増加

により、金融収支で４１億円改善できたことや、為替差益、雑損益で３億円改善となったことで、経常利益は２７億

円となり前年同期比２３億円の減益となりました。 

なお、中間純利益につきましては特別損益で株式市場の低迷に伴い投資有価証券評価損を計上したことなどにより、

１２億円のマイナスとなりました。 

 

またグループでは、石油開発部門につきましては、原油価格上昇の影響により好調に業績が推移致しました。その

他の関係会社におきましても、コスモグループとして企業価値を高めるべく経営体質の強化を図ってまいりました。 

   

以上の結果、連結の経営成績と致しましては、売上高は９，１５０億円、経常利益１０１億円、中間純利益１９８

百万円のマイナスとなりました。 

 

２．  平成１４年３月期  通期の見通し 

通期の見通しにつきましては、「価値創造２１」に全力で取り組むことにより、主力の石油事業の更なる競争力強

化を図り、併せて関連、新規事業の積極的展開を図ることで、連結売上高１兆８，４００億円（単独 １兆６，００

０億円）、連結経常利益 ２６０億円（単独 １５０億円）、連結当期純利益５５億円（単独 ５０億円）の達成を目指

してまいります。 

なお、当社の年間配当金は、１株あたり６円とさせていただく予定であります。 



４－Ⅰ．  比較連結貸借対照表

  ( 資  産  の  部 )

 流  動  資  産 ( 607,643 ) ( 630,950 ) ( △ 23,307 ) ( 629,025 )

現 金 及 び 預 金 50,498 54,156 △ 3,658 50,713

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 230,244 248,325 △ 18,081 234,929

た な 卸 資 産 191,902 190,186 1,716 194,552

繰 延 税 金 資 産 3,936 3,478 458 3,624

未 収 入 金 94,773 70,274 24,499 59,702

そ の 他 の 流 動 資 産 36,939 65,362 △ 28,423 86,298

貸 倒 引 当 金 △ 651 △ 834 183 △ 794

 固  定  資  産 ( 681,413 ) ( 689,009 ) ( △ 7,596 ) ( 694,891 )

有  形  固  定  資  産 536,164 535,120 1,044 533,367

建 物 及 び 構 築 物 110,622 113,649 △ 3,027 114,154

土 地 322,847 323,163 △ 316 323,189

その他の有形固定資産 102,694 98,307 4,387 96,024

無  形  固  定  資  産 8,052 6,983 1,069 6,550

投 資 その他 の 資 産 137,195 146,906 △ 9,711 154,973

投 資 有 価 証 券 76,429 86,403 △ 9,974 96,711

長 期 貸 付 金 10,785 11,459 △ 674 12,762

その他投資その他資産 50,197 48,571 1,626 45,596

繰 延 税 金 資 産 3,718 3,105 613 2,876

貸 倒 引 当 金 △ 3,935 △ 2,633 △ 1,302 △ 2,973

資   産   合   計 【 1,289,057 】 【 1,319,959 】 【 △ 30,902 】 【 1,323,917 】

  ( 負  債  の  部 )

 流  動  負  債 ( 692,542 ) ( 702,556 ) ( △ 10,014 ) ( 697,205 )

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 233,858 228,563 5,295 193,970

短 期 借 入 金 223,759 237,066 △ 13,307 243,413

１ 年 内 償 還 予 定 の 転 換 社債           －           －           － 43,241

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 10,000           － 10,000           －

未 払 金 179,085 176,083 3,002 155,650

そ の 他 の 流 動 負 債 45,838 60,840 △ 15,002 60,930

 固  定  負  債 ( 401,479 ) ( 418,387 ) ( △ 16,908 ) ( 430,190 )

社 債 100,000 110,000 △ 10,000 110,000

転 換 社 債 19,467 19,867 △ 400 19,867

長 期 借 入 金 239,211 243,751 △ 4,540 257,747

繰 延 税 金 負 債 7,621 11,104 △ 3,483 10,705

退 職 給 付 引 当 金 3,941 3,611 330 2,804

そ の 他 の 固 定 負 債 31,237 30,052 1,185 29,065

負   債   合   計 【 1,094,022 】 【 1,120,943 】 【 △ 26,921 】 【 1,127,396 】

少 数 株 主 持 分 【 22,142 】 【 21,242 】 【 900 】 【 19,596 】

  ( 資  本  の  部 )

資 本 金 51,886 51,886 － 51,886

資 本 準 備 金 34,092 34,092 － 34,092

連 結 剰 余 金 91,691 92,847 △ 1,156 92,131

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 619 △ 693 74 △ 863

その他有価証券評価差額金 △ 3,615 － △ 3,615 －

自 己 株 式 △ 543 △ 360 △ 183 △ 322

資   本   合   計 【 172,892 】 【 177,773 】 【 △ 4,881 】 【 176,925 】

負債、少数株主持分及び資本合計 1,289,057 1,319,959 △ 30,902 1,323,917

(平成12年9月30日)

(単位：百万円)

増減(Ａ)－(Ｂ)
前年中間期末

科          目
(平成13年9月30日) (平成13年3月31日)

　当中間期末 (Ａ) 　前  期  末 (Ｂ)

- ５ -



４－Ⅱ．  比較連結損益計算書
(単位：百万円)

科                    目

売 上 高 915,089 846,883 68,206 1,845,841

売 上 原 価 834,053 763,414 70,639 1,664,757

81,035 83,468 △ 2,433 181,084

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 68,958 67,107 1,851 144,502

    営    業    利    益 12,077 16,361 △ 4,284 36,582

    営    業    外    収    益 ( 7,672 ) ( 6,608 ) （ 1,064 ) （ 14,695 )

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 1,632 1,482 150 3,445

為 替 差 益 1,900 1,477 423 1,346

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 34 270 △ 236 555

そ の 他 の 営 業 外 収 益 4,104 3,379 725 9,348

     営    業    外    費    用 ( 9,607 ) ( 12,761 ) （ △ 3,154 ) （ 24,766 )

支 払 利 息 7,231 9,059 △ 1,828 18,691

そ の 他 の 営 業 外 費 用 2,376 3,701 △ 1,325 6,074

    経    常    利    益 10,142 10,208 △ 66 26,511

       特    別    利    益 ( 4,768 ) ( 9,300 ) （ △ 4,532 ) （ 11,734 )

       特    別    損    失 ( 10,215 ) ( 5,822 ) （ 4,393 ) （ 15,785 )

4,696 13,686 △ 8,990 22,460

5,150 3,719 1,431 8,244

△ 1,616 3,974 △ 5,590 4,430

△ 1,360 △ 474 △ 886 △ 1,111

△ 198 5,517 △ 5,715 8,673

自  平成12年4月  1日

至  平成13年3月31日

前年中間期(Ｂ) 前　　　期

　　売　　上　　総　　利　　益

増 減 (A) － (B)

当中間期(Ａ)

自  平成13年4月  1日

至  平成13年9月30日

自  平成12年4月  1日

至  平成12年9月30日

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

税金等調整前中間(当期)純利益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

少 数 株 主 利 益 ( △ は 減 算 )

法 人 税 等 調 整 額

- ６ -



４－Ⅲ．  比較連結剰余金計算書

科                    目

（ 92,847 ） （ 92,900 ） （ 92,900 ）

92,847 94,883 94,883

－ △ 1,982 △ 1,982

（ 933） （ －） （ －）

連結子会社増加による

   連結剰余金増加高 930 － －

連結子会社合併による

   連結剰余金増加高 2 － －

（ 1,891 ） （ 6,286 ） （ 8,726 ）

連結子会社増加による

   連結剰余金減少高 － － 29

持分法適用会社増加による

   連結剰余金減少高 － － 521

連結子会社合併による

   連結剰余金減少高 － 4,387 4,387

1,882 1,890 3,778

9 8 8

（ △ 198 ） （ 5,517 ） （ 8,673 ）

（ 91,691 ） （ 92,131 ） （ 92,847 ）

(単位：百万円)

当 中 間 期 前年中間期 前　　 期

至  平成１３年９月３０日

自  平成１２年４月  １日

至  平成１２年９月３０日

自  平成１２年４月  １日

至  平成１３年３月３１日

自  平成１３年４月  １日

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

連結剰余金中間期末(期末)残高

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

過 年 度 税 効 果 調 整 額

配 当 金

役 員 賞 与

連 結 剰 余 金 増 加 高

- ７ -



４－Ⅳ．  連結キャッシュ・フロー計算書

当 中 間 期 前 中 間 期 前        期

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 4,696 13,686 22,460

減価償却費 11,803 11,204 24,671

支払利息 7,231 9,059 18,691

受取利息及び配当金 △ 1,632 △ 1,482 △ 3,445

売上債権の増減額 18,621 △ 18,676 △ 31,786

棚卸資産の増加額 △ 1,687 △ 31,006 △ 26,548

仕入債務の増加額 2,914 9,698 44,934

その他資産の増加額 △ 26,051 △ 4,825 △ 16,733

その他負債の増減額 △ 13,908 28,885 50,146

そ   の   他 4,519 △ 7,322 623

小   計 6,506 9,219 83,015

利息及び配当金の受取額 1,635 1,489 2,743

利息の支払額 △ 7,239 △ 8,807 △ 18,514

法人税等支払額 △ 4,069 △ 4,405 △ 8,419

合   計 △ 3,167 △ 2,504 58,824

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 13,167 △ 8,102 △ 21,549

固定資産の売却による収入 1,994 52,901 56,053

有価証券の取得及び売却による増加額 41 49 －

投資有価証券の取得による支出 △ 10,470 △ 1,551 △ 7,036

投資有価証券の売却による収入 10,436 1,607 7,335

そ   の   他 569 △ 5,796 △ 7,455

合   計 △ 10,597 39,107 27,347

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入の純増減額 △ 12,160 △ 9,913 △ 16,626

長期借入による収入 10,113 2,362 4,905

長期借入金返済による支出 △ 18,766 △ 17,234 △ 36,946

社債発行による収入 － 10,000 10,000

転換社債償還による支出 － △ 1,328 △ 44,584

配当金支払額 △ 2,297 △ 2,403 △ 4,290

そ　 の　 他 303 － 314

合   計 △ 22,807 △ 18,517 △ 87,229

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 486 34 587

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ) △ 36,085 18,120 △ 469

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 97,787 96,013 96,013

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額 361 0 1,514

Ⅷ 合併に伴う現預金の増加 0 729 729

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 62,063 114,862 97,787

(単位：百万円)

自  平成13年4月  1日

至  平成13年9月30日

自  平成12年4月 1日

至  平成12年9月30日

自  平成12年4月 1日

至  平成13年3月31日

- ８ -



－９－ 

 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１．連結の範囲に関する事項 

 
(1)連結子会社数・・・２２社 

コスモアスファルト(株) アブダビ石油(株) コスモ松山石油(株) 
コスモ石油ガス(株) コスモタンカー(株) ｺｽﾓｵｲﾙｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 
北斗興業(株) コスモ石油ルブリカンツ(株) (株)ｺｽﾓﾄﾚｰﾄﾞｱﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ 
コスモエンジニアリング(株) 北海道コスモ石販(株) 東洋国際石油(株) 
コスモ石油サービス(株) (株)コスモ総合研究所 コスモ総合開発(株) 
(株)ｺｽﾓｺﾝﾋﾟｭｰﾀｾﾝﾀｰ コスモアシュモア石油(株) 四日市エルピージー基地(株) 
三協石油(株) (株)東海ｺｽﾓｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ コスモ海運(株) 
坂出コスモ興産(株)   
なお、コスモ海運(株)及び坂出コスモ興産(株)は中間連結財務諸表に対する重要性が増加した

ため、当中間連結会計期間から連結の範囲に含めている。 
 
(2)主要な非連結子会社名 

英国コスモ石油(株)   
連結の範囲から除いた理由 
  非連結子会社７１社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間当期純損

益(持分に見合う額)及び連結剰余金(持分に見合う額)はいずれも中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲から除外している。 
 
 
２．持分法の適用に関する事項 
 
(1)持分法を適用した非連結子会社数・・・１１社 

主要な会社名 
東洋岩手石油(株) 

  

  なお、(株)共栄商事は当中間連結会計期間中に連結子会社である東洋国際石油(株)が株式を

譲渡したため、持分法の適用から除外している。 
 
(2)持分法を適用した関連会社数・・・３社 

丸善石油化学(株) ムバラス石油(株) 合同石油開発(株) 
 
(3)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

非連結子会社 
英国コスモ石油(株) 

  

関連会社 
  扇島石油基地(株) 
  東西オイルターミナル(株) 

  

持分法を適用しない理由 
  持分法非適用会社は、それぞれ中間連結純損益(持分に見合う額)及び連結剰余金(持分に見合

う額)に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外

している。 
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(4)持分法の適用の手続きについて特に記載する必要があると認められる事項 
持分法適用会社のうち、中間決算日が異なる会社については、当該会社の中間会計期間に係

る中間財務諸表を使用している。 
 
 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
 

  連結子会社２２社のうち、コスモアスファルト(株)、アブダビ石油(株)、コスモタンカー(株)、
コスモオイルインターナショナル(株)、北斗興業(株)、コスモエンジニアリング(株)、北海道コス

モ石販(株)、東洋国際石油(株)、コスモアシュモア石油(株)、コスモ総合開発(株)、コスモ石油サー

ビス(株)、(株)東海コスモコーポレーション及び三協石油(株)の中間決算日は６月３０日である。 
  中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。 
 
 
４．会計処理基準に関する事項 
 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
 

①有価証券  
  ａ 満期保有目的債券 償却原価法 
  ｂ その他有価証券  

時価のあるもの 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 
(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 
時価のないもの 移動平均法による原価法 
  

②たな卸資産  
当社及び主要な連結子会社３社は主として総平均法に基づく原価法を採用している。 
(会計処理方法の変更) 

連結子会社であるコスモ松山石油(株)は、製商品、半製品並びに原材料の評価基準及び評価

方法について、従来後入先出法に基づく原価法によっていたが、当社のたな卸資産の評価方

法の変更に伴い、当社と会計処理方法を統一するために、当中間連結会計期間から総平均法

に基づく原価法に変更することにした。 
この変更により、従来の方法に比べ当中間連結会計期間のたな卸資産は、６３百万円増加

し、営業利益、経常利益、税金等調整前中間純利益が同額増加している。 
 

③デリバティブ 時価法 
 
(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 

①有形固定資産  
当社及び連結子会社８社は定額法を採用しその他の連結子会社は定率法を採用している。な

お、耐用年数及び残存価格については法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。た

だし、当社の給油所建物については、過去の実績を勘案した経済耐用年数の１５年によってい

る。連結子会社アブダビ石油(株)については利権協定で規定されている耐用年数によっている。 
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②無形固定資産  
定額法によっている。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっている。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)
に基づく定額法によっている。 

 
③長期前払費用  

均等償却をしている。 
 
(3)重要な引当金の計上基準 
 

①貸倒引当金  
  債権の貸倒による損失に備えるため回収不能見込み額を計上している。 

  ａ 一般債権 貸倒実績率法によっている。 
  ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 財務内容評価法によっている。 
②退職給付引当金  

従業員の退職による支出に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上して

いる。 
なお、会計基準変更時差異(23,703百万円)については５年による均等額を費用処理している。 
また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(１０年)による均等額を翌期から費用処理している。 
 

③特別修繕引当金  
消防法により定期開放点検が義務づけられた油槽に係る点検修理費用の当期対応額を計上

することとしている。連結子会社コスモ松山石油(株)については、これに加えて製油所の機械

装置に係わる定期修繕費用の当期対応額を計上することとしている。 
(会計処理方法の変更) 

連結子会社であるコスモ松山石油(株)は、製造部門の機械装置に係る定期修理費用につい

て、従来定期修理時に費用計上する方法によっていたが、今後定期修理の間隔が１年から２

年に延長することに伴い、費用収益の期間対応が大幅に乖離することが予想されることから、

期間対応を適切にするため、当中間連結会計期間より修理費用を見積り額に基づき計上する

方法に変更した。 
この変更により、従来の方法に比べ当中間連結会計期間の営業利益、経常利益、税金等調

整前中間純利益が ９５百万円減少している。 
 

④完成工事補償引当金  
一部の連結子会社において完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の経験割合

に基づき引当金を計上している。 
 

⑤役員退職慰労引当金  
一部の連結子会社において役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づき期末要支給

額を計上している。 
 
(4)外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めている。 
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(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 

 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

 

①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。なお、特例処理の要件をみたす金利スワップについては特例

処理を採用している。 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ取引 借入金 

原油・製品先物取引 原油・製品の売買取引 

  

③ヘッジ方針 

  デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額等を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対

象に係る価格変動リスクを一定の範囲内でヘッジしている。 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ対象のキャッシュフロー変動の累計又は為替変動を半期ごとに比較し、両者の変額等

を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。ただし、特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略している。 

 

(7)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ価格の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなっている。 

 

（追加情報） 

 

  (1)金融商品会計 

その他有価証券のうち時価のあるものについては、当中間連結会計期間より金融商品に係る会

計基準(「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成 11 年 1 月 22

日))を適用し、移動平均法による原価法から中間決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)に変更している。この変

更による損益に与える影響はない。 

 

  (2)投資評価引当金 

従来、取引所の相場のない有価証券の実質価額の低下による損失に備えるため、その発行会社

の財政状態の実情を勘案し個別検討による必要額を計上していたが、会計制度委員会報告第 14

号「金融商品会計に関する実務指針(中間報告)」(平成 12 年 1 月 31 日)により、有価証券の会計

処理が明らかにされたことに伴い、取引所の相場のない有価証券に対する投資損失(185 百万円)

は直接減額する方法に変更した。この変更による損益に与える影響はない。 
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注 記 事 項 
 

（中間連結貸借対照表関係） 

                                   当 中 間 期 末       前 期 末      前 年 中 間 期 末 

                                  平成13年9月末現在   平成13年3月末現在   平成12年9月末現在    

 

１. 有形固定資産の減価償却累計額     502,299 百万円      492,487 百万円      465,018 百万円        

 

２. 受取手形割引高                       －  百万円          889 百万円           137 百万円 

 

３. 自己株式及び連結会社が保有する 

親会社株式  

株式数        2,180,999 株        1,502,570 株       1,508,151 株    

価 額        543,384 千円       360,944 千円        322,022 千円 

 

４. 偶発債務 

 

(1) 保証債務               22,050 百万円      25,339 百万円      31,365 百万円 

(2) 期末日満期手形                                                          

                受 取 手 形         946 百万円          393 百万円           563 百万円 

                支 払 手 形         110 百万円           10 百万円            11 百万円 

(3) 担保資産 

 

             ｲ. 有形固定資産 

 

A. 工場財団 

(担保資産) 

土 地      197,666 百万円     197,666 百万円      192,471 百万円 

建物及び構築物       36,861 百万円       37,869 百万円       36,855 百万円 

                  その他の有形固定資産      52,284 百万円       56,815 百万円        54,505 百万円 

             簿 価 計      286,812 百万円    292,351 百万円       283,832 百万円 

 

(担保付債務) 

          短 期 借 入 金          322 百万円          378 百万円           －  百万円 

                  長 期 借 入 金      220,896 百万円      231,197 百万円       263,783 百万円 

                        計             221,219 百万円      231,576 百万円       263,783 百万円 

         

B. 工場財団以外 

(担保資産) 

                  土 地       22,036 百万円      23,793 百万円        21,790 百万円 

                  建物及び構築物        3,925 百万円        5,118 百万円         3,994 百万円 

                  その他の有形固定資産           58 百万円           58 百万円        －  百万円 

                  簿 価 計       26,020 百万円       28,969 百万円        25,784 百万円 

 

(担保付債務) 

                  短 期 借 入 金       22,444 百万円       28,586 百万円        23,036 百万円 

                  長 期 借 入 金        5,044 百万円        6,079 百万円         4,137 百万円 

                        計              27,488 百万円       34,666 百万円        27,174 百万円 

 

(担保資産) 

                  投 資 有 価 証 券        3,353 百万円        3,249 百万円         1,211 百万円 

                  子 会 社 の 所 有 

する親会社株式           －  百万円           25 百万円           －  百万円 

                  簿 価 計        3,353 百万円        3,274 百万円         1,211 百万円 
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                                     当 中 間 期 末      前 期 末      前 年 中 間 期 末 

                                    平成13年9月末現在   平成13年3月末現在   平成12年9月末現在    

 

(担保付債務) 

                  支払手形及び買掛金            0 百万円            0 百万円            1 百万円 

                  短 期 借 入 金           51 百万円        2,320 百万円           95 百万円 

                  長 期 借 入 金        2,320 百万円           98 百万円           68 百万円 

                  その他の固定負債          470 百万円          470 百万円           － 百万円 

                        計               2,842 百万円       2,890 百万円          165 百万円 

 

                                    上記の他、営業保証と 上記の他、営業保証と 上記の他、営業保証 

                  して担保に供している して担保に供している として担保に供して 

                  有価証券12百万円、   有価証券が9百万円、  いる投資有価証券が 

投資有価証券が50百万 投資有価証券が52百万  9百万円ある。 

円ある。            円ある。         

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

 
                                    当 中 間 期                    前 年 中 間 期                     前 期    

自:平成13年4月 1日    自:平成12年4月 1日   自:平成12年4月 1日 

至:平成13年9月30日     至:平成12年9月30日   至:平成13年3月31日    

１．販売費及び一般管理費 

の主な内訳                                            

 

給 料        13,778 百万円        11,572 百万円       27,218 百万円         

支 払 運 賃        12,446 百万円         13,823 百万円        29,561 百万円 

賃 借 料         9,973 百万円          6,777 百万円        15,964 百万円 

外 注 作 業 費         9,414 百万円         12,855 百万円        20,889 百万円  

賞 与         4,471 百万円          3,556 百万円         8,991 百万円 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額           112 百万円            －  百万円           234 百万円  

連結調整勘定償却額            58 百万円            104 百万円           273 百万円 

 

２．特別利益及び特別損失の内訳                                              

 

   特 別 利 益                                                            

固 定 資 産 売 却 益         817 百万円          8,743 百万円        11,003 百万円 

投資有価証券売却益         3,040 百万円           215 百万円           376 百万円 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益           －  百万円          207 百万円           －  百万円 

債務保証損失引当金戻入益           －  百万円            －  百万円            87 百万円 

 

   特 別 損 失 

固 定 資 産 売 却 損           309 百万円            290 百万円           532 百万円 

固 定 資 産 処 分 損           368 百万円          1,526 百万円         3,446 百万円 

役 員 退 職 金           241 百万円            433 百万円           554 百万円 

関 係 会 社 整 理 損           －  百万円            －  百万円           300 百万円 

投資有価証券売却損         2,144 百万円            478 百万円         6,044 百万円 

投資有価証券評価損         5,140 百万円          1,504 百万円         2,536 百万円 

ゴルフ会員権評価損           338 百万円          1,192 百万円         1,721 百万円 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額         1,329 百万円            －  百万円           －  百万円 

流 通 構 造 改 善 費 用           －  百万円            132 百万円           137 百万円 



 －１５－

 

 

（中間連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

 

 

 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

 

                                    当 中 間 期 末       前年中間期末        前 期 末    

             平成13年9月末現在    平成12年9月末現在      平成13年3月末現在 

 

現 金 及 び 預 金 勘 定      50,498 百万円        50,713 百万円         54,156 百万円 

｢その他の流動資産｣勘定(有価証券)     13,438 百万円        65,447 百万円         35,817 百万円 

｢その他の流動資産｣勘定(現先)       －   百万円          －   百万円         10,497 百万円 

計                     63,936 百万円       116,161 百万円        100,472 百万円 

 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金       △ 927 百万円        △ 896 百万円       △ 1,073 百万円 

株 式 及 び 債 券      △ 945 百万円        △ 401 百万円       △ 1,611 百万円 

現 金 及 び 現 金 同 等 物      62,063 百万円       114,862 百万円         97,787 百万円 



－１６－ 

(リース取引関係) 

(単位：百万円) 

当中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

前中間連結会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

(借主側) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額､減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 
 機械装置 

及び運搬具 
取得価額相当額 3,137
減価償却累計額 
相当額 1,491

中間期末残高 
相当額 1,646

 その他の有形 
固定資産 

取得価額相当額 6,898
減価償却累計額 
相当額 4,818

中間期末残高 
相当額 2,079

 ソフト 
ウェア 

取得価額相当額 493
減価償却累計額 
相当額 343

中間期末残高 
相当額 150

 合計 
取得価額相当額 10,529
減価償却累計額 
相当額 6,652

中間期末残高 
相当額 3,876

 (注) 取得価額相当額は、有形固定資産
の中間期末残高等に占める未経過
リース料中間期末残高の割合が低
いため、支払利子込み法によって
いる。 

(借主側) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 
① リース物件の取得価額相当額､減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
 機械装置 

及び運搬具 
取得価額相当額 3,173
減価償却累計額 
相当額 1,761

期末残高相当額 1,412
 

 その他の有形 
固定資産 

取得価額相当額 6,901
減価償却累計額 
相当額 4,525

期末残高相当額 2,375
 
 

ソフト 
ウェア 

取得価額相当額 596
減価償却累計額 
相当額 404

期末残高相当額 192
 

                             合計 
取得価額相当額 10,671
減価償却累計額 
相当額 6,691

期末残高相当額 3,980
 (注) 取得価額相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リー
ス料期末残高の割合が低いため、
支払利子込み法によっている。 

(借主側) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 
① リース物件の取得価額相当額､減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 
 機械装置 

及び運搬具 
取得価額相当額 2,038
減価償却累計額 
相当額 997

中間期末残高 
相当額 1,040

 その他の有形 
固定資産 

取得価額相当額 1,523
減価償却累計額 
相当額 895

中間期末残高 
相当額 628

 無形固定 
資産 

取得価額相当額 326
減価償却累計額 
相当額 214

中間期末残高 
相当額 112

 合計 
取得価額相当額 3,889
減価償却累計額 
相当額 2,106

中間期末残高 
相当額 1,782

 (注) 取得価額相当額は、有形固定資産
の中間期末残高等に占める未経過
リース料中間期末残高の割合が低
いため、支払利子込み法によって
いる。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 
１年以内 3,976 

(2,319)
１年超 6,220 

(4,001)
合計      10,197 

(6,320)
(注) １ 未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、有形固定資産
の中間期末残高等に占める未
経過リース料中間期末残高の
割合が低いため、支払利子込み
法によっている。 

(注) ２ 上記の( )内書は、転貸リース
取引に係る未経過リース料中
間期末残高相当額である。 

② 未経過リース料期末残高相当額 
１年以内 4,240 

(2,523)
１年超 6,400 

(4,136)
合計 10,640 

(6,660)
(注) １ 未経過リース料期末残高相当

額の算定は、有形固定資産の期
末残高等に占める未経過リー
ス料期末残高の割合が低いた
め、支払利子込み法によってい
る。 

(注) ２ 上記の( )内書は、転貸リー
ス取引に係る未経過リース料
期末残高相当額である。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 
１年以内 2,750 

(2,111)
１年超 4,137 

(2,994)
合計 6,887 

(5,105)
(注) １ 未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、有形固定資産
の中間期末残高等に占める未
経過リース料中間期末残高の
割合が低いため、支払利子込み
法によっている。 

(注) ２ 上記の( )内書は、転貸リース
取引に係る未経過リース料中
間期末残高相当額である。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 2,329
減価償却費 
相当額 2,329

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 5,012
減価償却費 
相当額 5,012

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 1,651
減価償却費 
相当額 1,651

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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 (単位：百万円) 
当中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

前中間連結会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

(貸主側) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 
① リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高 
 機械装置 

及び運搬具 
取得価額 26
減価償却累計額 25
中間期末残高 1

 その他の有形 
固定資産 

取得価額 685
減価償却累計額 648
中間期末残高 36
 合計 
取得価額 711
減価償却累計額 673
中間期末残高 38 

(貸主側) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 
① リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び期末残高 
 機械装置 

及び運搬具 
取得価額 26
減価償却累計額 25
期末残高 1

 その他の有形 
固定資産 

取得価額 762
減価償却累計額 718
期末残高 43
 合計 
取得価額 789
減価償却累計額 743
期末残高 45

  

(貸主側) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 
① リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高 
 機械装置 

及び運搬具 
取得価額 530
減価償却累計額 489
中間期末残高 40

 その他の有形 
固定資産 

取得価額 802
減価償却累計額 752
中間期末残高 50
 合計 
取得価額 1,332
減価償却累計額 1,241
中間期末残高 91 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 
１年以内 2,435 

(2,432)
１年超 4,219 

(4,183)
合計 6,655 

(6,616)
(注) １ 未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、営業債権の中
間期末残高等に占める未経過
リース料中間期末残高及び見
積残存価額の残高の合計額の
割合が低いため、受取利子込み
法によっている。 

(注) ２ 上記の( )内書は、転貸リース
取引に係る未経過リース料中
間期末残高相当額である。 

② 未経過リース料期末残高相当額 
 

１年以内 2,647 
(2,639)

１年超 4,363 
(4,325)

合計 7,010 
(6,965)

(注) １ 未経過リース料期末残高相当
額の算定は、営業債権の期末残
高等に占める未経過リース料
期末残高及び見積残存価額の
残高の合計額の割合が低いた
め、受取利子込み法によってい
る。 

(注) ２ 上記の( )内書は、転貸リース
取引に係る未経過リース料期
末残高相当額である。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 
１年以内 2,236 

(2,222)
１年超 3,241 

(3,164)
合計 5,478 

(5,386)
(注) １ 未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、営業債権の中
間期末残高等に占める未経過
リース料中間期末残高及び見
積残存価額の残高の合計額の
割合が低いため、受取利子込み
法によっている。 

(注) ２ 上記の( )内書は、転貸リース
取引に係る未経過リース料中
間期末残高相当額である。 

③ 受取リース料及び減価償却費 
受取リース料 1,405
減価償却費 2 

③ 受取リース料及び減価償却費 
受取リース料 3,201
減価償却費 12 

③ 受取リース料及び減価償却費 
受取リース料 1,366
減価償却費 18  

 
 



－１８－ 

 

 

（有価証券関係） 

 

 

１ 時価のある有価証券 

     （単位：百万円） 

区分 
当中間連結会計期間 

（平成 13年 9月 30日現在） 

前連結会計年度 
（平成 13年 3月 31日現在） 

前中間連結会計期間 
(平成12年 9 月30日現在) 

(1)満期保有目的 

の債券 

中間連結 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

連結 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

中間連結 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

①国債・地方債等 
②社債 

      9      

783 

9 

792 

0 

8 

2,561 

  743 

2,713 

750 

152 

6 

  2,485 

632 

2,497 

 634 

12 

    2 
計 793 802 8 3,305 3,464 159   3,117 3,132   14 

(2)その他有価証券 取得価額 
中間連結 

貸借対照表 

計上額 
差額 

①株式 

②債券 
③その他 

38,935 

3,425 

15 

32,338 

3,480 

8 

△6,597 

54 

△6 
計 42,376 35,827 △6,548 

 

(注) 当中間連結会計期間よりその他有価証券の期末時価評価を実施している。 

 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（単位：百万円） 

内容 
当中間連結会計期間 

(平成13年9月30日現在） 
前連結会計年度 

(平成13年3月31日現在) 
前中間連結会計期間 
(平成12年9月30日現在) 

(1)満期保有の債券 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 

 ①非上場債券  3,101  3,101  3,719 

計  3,101  3,101  3,719 

(2)子会社及び関連会社株式 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 

①非上場株式 22,907 23,274 24,742 

計 22,907 23,274 24,742 

(3)その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 

 ①MMF 

 ②FFF 

 ③非上場株式 

 ④投資信託 

 6,991 

 1,501 

14,744 

 4,000 

31,206 

    － 

14,865 

 3,000 

62,046 

    － 

15,093 

 3,435 

計 27,237 49,071 80,575 

 

 

 

 

 

 

 



－１９－ 

 

(デリバティブ取引関係) 

 

前中間連結会計期間に係る「デリバティブ取引」について、全てヘッジ会計を適用しているた

め、開示の対象から除いている。 

 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 

(1)通貨関連 

(単位：百万円) 

当中間連結会計期間 

平成 13 年 9 月 30 日現在 

前連結会計年度 

平成 13 年 3 月 31 日現在 区分 種 類 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

為替予約取引 

 買建 

  米ドル 

売建 

  米ドル 

 
 

54,456 

 
474 

 
 

54,446 

 
477 

 
 

△10 

 
△ 2 

 
 

61,827 

 
－ 

 
 

64,675 

 
－ 

 
 

2,848 

 
－ 

市
場
取
引
以
外
の
取
引 

通貨オプション取引 

 買建 

  コール 

    米ドル 

 

 

 
1,194 

 

 

 
24 

 

 

 
8 

 

 

 
2,478 

 

 

 
89 

 

 

 
60 

(注) 1.時価の算定方法 

  為替予約取引･･･････････････直物為替相場によっている。 

  通貨オプション取引･････････取引金融機関から提示された価格によっている。 

 2.ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いている。 

 

 

(2)商品関連 

(単位：百万円) 

当中間連結会計期間 

平成 13 年 9 月 30 日現在 

前連結会計年度 

平成 13 年 3 月 31 日現在 

 

区分 

 

 

種類 

 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

以
外
の
取
引 

市
場
取
引 

 

原油先渡取引 

 

買建 

 
 

 
－ 

 
 

 
－

 
 

 
－

 
 

 
17 

 
 

 
16 

 
 

 
0 

(注)1.時価の算定方法 

前連結会計年度末日現在の原油価格は、ザ・マグローヒルカンパニーズの「プラッツ」 

アセスメント等に基づいている。 

2.ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いている。 



－２０－ 

 

（セグメント情報） 

 

１．事業の種類別セグメント情報 

 

  前中間連結会計期間（自 平成12年 4月 1日 至 平成12年9月 30日）      （単位：百万円） 

 
石油事業 

不動産 

事業 

その他の 

事業 
計 

消去又は 

全社 
連結 

 

814,777 

 

4,671 

 

27,434 

 

846,883 

 

－ 

 

846,883 

売上高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 1,768 － 4,225 5,993 △ 5,993 － 

計 816,545 4,671 31,660 852,876 △ 5,993 846,883 

営業費用 803,419 2,372 31,320 837,113 △ 6,591 830,522 

営業利益 13,125 2,298 339 15,763 597 16,361 

 

  当中間連結会計期間（自 平成13年 4月 1日 至 平成13年9月 30日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める石油事業の割合が、いずれも90％を超えるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

 

  前連結会計年度（自 平成12年4月 1日 至 平成13年 3月31日）         （単位：百万円） 

 
石油事業 

不動産 

事業 

その他の 

事業 
計 

消去又は 

全社 
連結 

1,766,455 5,412 79,973 1,845,841 

 

－ 1,845,841 

売上高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 3,931 － 6,086 10,017 △ 10,017 － 

計 1,770,387 5,412 80,060 1,855,859 △ 10,017 1,845,841 

営業費用 1,734,873 3,150 80,420 1,818,443  △ 9,184 1,809,259 

営業利益 35,513 2,262 △ 360 37,416 △ 833 36,582 

(注) 

１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業区分に属する主要な製品名または事業内容。 

 (1)石 油 事 業：揮発油・ナフサ・灯油・軽油・重油・原油・潤滑油・LPガス・アスファルト・ 

           石油化学製品等 

 (2)不動産事業：不動産の売買、賃貸及び管理業務 

 (3)その他の事業：工事業、保険代理業、リース業、旅行業、通信事業 他 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、管理部門に係わる費

用である。 

  前中間連結会計期間 374 百万円 

  前連結会計年度 1,282 百万円 

４ 会計処理方法の変更 

 「中間連結財務諸表のための基本となる重要な事項」4.(1)に記載のとおり、前中間連結会計期間

より当社の製商品、半製品並びに原材料の評価基準及び評価方法を従来の後入先出法に基づく原価

法から総平均法に基づく原価法に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較

して、前中間連結会計期間の石油事業の営業費用が 12,175 百万円減少し、営業利益が同額増加し

ている。また同様に連結会計年度の石油事業の営業費用が 13,566 百万円減少し、営業利益が同額

増加している。 
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５ 追加情報 

 前中間会計期間より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成10年 6月 16日））を適用している。この結果、従来の方法によった場合

に比較して、前連結会計期間の石油事業の営業費用が1,301百万円、不動産事業の営業費用が5百

万円、その他の事業の営業費用が167百万円、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用が6

百万円、それぞれ減少しており営業利益が同額増加している。また同様に前連結会計年度の石油事

業の営業費用が2,202百万円、不動産事業の営業費用が22百万円、その他の事業の営業費用が113

百万円、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用が 24 百万円、それぞれ減少しており営業

利益が同額増加している。 

 

 

２．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成12年4月１日 至 平成12年 9月 30日）、当中間連結会計期間（自 平

成13年 4月1日 至 平成13年9月 30日）及び前連結会計年度（自 平成12年4月 1日 至 平成13年

3月31日）における本国以外の国または地域に所在する連結子会社の売上高は、いずれも連結売上高の10％

未満となっている。このため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

 

３．海外売上高 

前中間連結会計期間（自 平成12年 4月 1日 至 平成12年 9月 30日）、当中間連結会計期間（自 平

成13年 4月1日 至 平成13年9月 30日）及び前連結会計年度（自 平成12年4月 1日 至 平成13年

3月31日）における海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満となっている。このため、海外売上高及

び連結売上高に占めるその割合の記載を省略している。 
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５．販売の状況 

 

（単位：百万円） 

 当中間期 
自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日 

前中間期 
自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 12 年 9 月 30 日 
増 減 

前 期 
自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 3 月 31 日 

揮発油 474,439 436,470 37,969 893,024 

灯軽油 174,968 169,150 5,818 417,311 

重  油 114,833 114,624 209 250,122 

その他 126,907 94,531 32,376 205,997 

石 

油 

事 

業 小  計 891,149 814,777 76,372 1,766,455 

不動産事業 532 4,671 △4,139 5,412 

その他の事業 23,407 27,434 △4,027 73,973 

合 計 915,089 846,883 68,206 1,845,841 

 

  （注）１．揮発油の金額には、揮発油税及び地方道路税が含まれている。 

        ２．上記の金額に消費税等は含まれていない。  

 



平成 14年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 13日

上   場   会   社   名       コスモ石油株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号       5007 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 企画一部広報担当部長 東京都

鳥越  俊介 TEL (03) 3798 - 3101
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 13日 中間配当制度の有無　　 有

中間配当支払開始日　　       平成 13年 12月 14日

１. 13年 9月中間期の業績( 平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日 )
(1)経営成績 (注)  金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 777,973 5.6 2,817 △ 70.5 2,712 △ 46.3
12年 9月中間期 736,905 15.4 9,557 - 5,053 -
13年 3月期 1,605,883 23,393 12,906

         ( 当 期 ) 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 △ 1,244 - △ 1.97
12年 9月中間期 4,364 - 6.91
13年 3月期 5,223 8.27
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期   631,705,087 株   12年 9月中間期   631,705,087 株   13年 3月期   631,705,087 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 (注)13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

13年 9月中間期 3.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

12年 9月中間期 3.00 －
13年 3月期 － 6.00

(3)財政状態
株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 1,166,344 164,044 14.1 259.68
12年 9月中間期 1,214,422 172,334 14.2 272.81
13年 3月期 1,197,828 171,297 14.3 271.17
(注) 期末発行済株式数    13年 9月中間期   631,705,087 株   12年 9月中間期   631,705,087 株   13年 3月期   631,705,087 株

２. 14年 3月期の業績予想( 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 )
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 1,600,000 15,000 5,000 3.00 6.00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)                7円   92銭

経　常　利　益

               氏　          名

総  資  産 株  主  資　本

売   上   高 営　業　利　益

中間( 当期 )純利益 １ 株 当 た り 中 間

当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金売   上   高 経　常　利　益
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 流  動  資  産 （ 532,658 ） （ 552,902 ） （ △ 20,244 ） （ 559,965 ）

現 金 及 び 預 金 30,066 35,412 △ 5,346 38,425

受 取 手 形 1,117 2,431 △ 1,314 6,319

売 掛 金 184,596 196,294 △ 11,698 188,860

有 価 証 券 2,011 27,817 △ 25,806 54,791

た な 卸 資 産 164,022 166,677 △ 2,655 165,381

繰 延 税 金 資 産 2,502 1,966 536 2,640

短 期 貸 付 金 27,369 25,048 2,321 13,309

未 収 入 金 112,505 87,732 24,773 80,800

そ の 他 8,921 9,929 △ 1,008 9,792

貸 倒 引 当 金 △ 456 △ 407 △ 49 △ 355

 固  定  資  産 （ 633,685 ） （ 644,925 ） （ △ 11,240 ） （ 654,457 ）

有 形 固 定 資 産 476,937 474,420 2,517 479,983

無 形 固 定 資 産 5,439 4,492 947 5,021

投 資 等 157,617 171,753 △ 14,136 174,976

貸 倒 引 当 金 △ 2,952 △ 2,220 △ 732 △ 2,004

投 資 評 価 引 当 金 △ 3,357 △ 3,520 163 △ 3,520

1,166,344 1,197,828 △ 31,484 1,214,422

 流  動  負  債 （ 616,331 ） （ 623,337 ） （ △ 7,006 ） （ 623,621 ）

買 掛 金 213,205 201,025 12,180 179,328

短 期 借 入 金 179,013 182,819 △ 3,806 193,011

１ 年 内 償 還 予 定 社 債 10,000 － 10,000 －

１年内償還予定転換社債 － － － 43,241

未 払 金 176,791 167,689 9,102 147,931

そ の 他 37,321 71,803 △ 34,482 60,108

 固  定  負  債 （ 385,968 ） （ 403,192 ） （ △ 17,224 ） （ 418,466 ）

社 債 100,000 110,000 △ 10,000 110,000

転 換 社 債 19,467 19,867 △ 400 19,867

長 期 借 入 金 232,130 235,411 △ 3,281 251,071

繰 延 税 金 負 債 9,829 13,739 △ 3,910 14,094

特 別 修 繕 引 当 金 8,759 8,614 145 8,654

債 務 保 証 損 失 引 当 金 － － － 188

そ の 他 15,781 15,559 222 14,590

【 1,002,300 】 【 1,026,530 】 【 △ 24,230 】 【 1,042,087 】

 資       本       金 （ 51,886 ） （ 51,886 ） （ 0 ） （ 51,886 ）

 資  本   準 備 金 34,092 34,092 0 34,092

 利  益   準 備 金 7,407 7,217 190 7,028

 その他の 剰余金 （ 74,770 ） （ 78,100 ） （ △ 3,330 ） （ 79,326 ）

   任  意  積  立  金

特 別 償 却 準 備 金 433 507 △ 74 507

海外投資等損失準備金 975 971 4 971

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 28,689 25,443 3,246 25,443

   中間(当期)未処分利益 44,672 51,177 △ 6,505 52,403

[うち中間(当期)純利益] ［ △ 1,244 ］ ［ 5,223 ］ ［ △ 6,467 ］ ［ 4,364 ］

 その他有価証券評価差額金 △ 4,113 － △ 4,113 －

【 164,044 】 【 171,297 】 【 △ 7,253 】 【 172,334 】

1,166,344 1,197,828 △ 31,484 1,214,422

当中間期末(Ａ)
平成13年9月30日

前期末(Ｂ) 前年中間期末
平成12年9月30日

増減(Ａ)－(Ｂ)
平成13年3月31日

（単位：百万円）
１－Ⅰ．　比較貸借対照表

科          目

合          計

【 資  本  合  計 】

【 負  債  合  計 】

（ 資  本  の  部 ）

（ 負  債  の  部 ）

合          計

（ 資  産  の  部 ）
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売 上 高 777,973 736,905 41,068 1,605,883

売 上 原 価 730,135 679,781 50,354 1,485,931

   売  上  総  利  益 47,837 57,123 △ 9,286 119,951

販売費及び一般管理費 45,019 47,566 △ 2,547 96,558

   営    業    利    益 2,817 9,557 △ 6,740 23,393

   営   業   外   収   益 （ 8,252 ） （ 6,315 ） （ 1,937 ） （ 11,252 ）

受取利息及び受取配当金 4,306 2,032 2,274 4,154

為 替 差 益 1,199 1,318 △ 119 802

そ の 他 2,746 2,964 △ 218 6,296

   営   業   外   費   用 （ 8,357 ） （ 10,819 ） （ △ 2,462 ） （ 21,740 ）

支 払 利 息 6,838 8,658 △ 1,820 17,262

そ の 他 1,519 2,161 △ 642 4,478

   経    常    利    益 2,712 5,053 △ 2,341 12,906

特 別 利 益 （ 3,025 ） （ 9,115 ） （ △ 6,090 ） （ 10,846 ）

特 別 損 失 （ 8,561 ） （ 6,607 ） （ 1,954 ） （ 15,004 ）

△ 2,822 7,561 △ 10,383 8,748

25 40 △ 15 50

△ 1,602 3,156 △ 4,758 3,475

△ 1,244 4,364 △ 5,608 5,223

45,917 48,039 △ 2,122 48,039

－ － － 1,895

－ － － 189

44,672 52,403 △ 7,731 51,177

法 人 税 等 調 整 額

中間 ( 当期 )未処分利益

至 平成13年3月31日

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

利 益 準 備 金 積 立 額

至 平成12年9月30日

税引前中間(当期)純利益

法 人 税 、 住 民 税 及 び事 業税

１－Ⅱ．　比較損益計算書

科          目
当中間期(Ａ)

至 平成13年9月30日

前年中間期(Ｂ) 前    期

（単位：百万円）

増減(Ａ)－(Ｂ)自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日 自 平成12年4月 1日

－２５－
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 

(1)有価証券 

①満期保有目的債券 償却原価法 

②子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

③その他有価証券  

時価のあるもの 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

(2)たな卸資産 

①製商品(ドラムを除く)・半製品・ 

原材料 

総平均法に基づく原価法 

②製商品(ドラム) 最終仕入原価法に基づく原価法 

③未着品 個別法に基づく原価法 

④貯蔵品 総平均法に基づく原価法 

⑤販売用不動産 個別法に基づく原価法 

 

(3)デリバティブ 時価法 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 

(1)有形固定資産 定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ている。ただし、給油所建物については、過去の実績を

勘案した経済耐用年数の 15 年によっている。 

 

(2)無形固定資産 定額法によっている。なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基準によっている。ただ

し、自社使用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法によっている。 

 

(3)長期前払費用 均等償却している。なお、償却期間については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

 

 

３．引当金の計上基準 

 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。 

①一般債権 貸倒実績率法によっている。 

②貸倒懸念債権及び破産更正債権 財務内容評価法によっている。 

 

(2)特別修繕引当金 

消防法により定期開放点検が義務づけられた油槽に係る点検修理費用の当期対応額を計上するこ

とにしている。 
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(3) 投資評価引当金 

関係会社に係る投資損失に備えるため、各社の財政状態並びに将来の回復見込等を勘案し、関係

会社株式に対する損失見込額を計上している。 

 

 

４．退職給付会計に係る会計処理方法 

従業員の退職による支出に備えるため当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。 

なお会計基準変更時差異(22,111 百万円)については、５年による均等額を費用処理している。数

理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)によ

る均等額を翌期から費用処理している。 

また、年金資産の額が退職給付債務から会計基準変更時差異及び未認識数理計算上の差異を減額し

た額を超えるため、当該超過額は固定資産の「投資等」に含めて表示している。 

 

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理している。 

 

 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 

 

 

７．ヘッジ会計の方法 

 

(1)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。なお、特例処理の要件をみたす金利スワップについては特例処理を

採用している。 

 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段 原油・製品先物取引、金利スワップ取引 

②ヘッジ対象 相場変動により損失の可能性が有り、相場変動が評価に反映されないもの及びキャ

ッシュフローが固定されその変動が回避できるもの。 

 

(3)ヘッジ方針 

  いずれの取引も、実需原則を基本としており、投機目的の取引は行わない方針である。 

 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

①原油・製品先物取引 原油の購入価格の固定及び石油製品の販売価格の固定を先物取引で行い、

原油購入価格の変動及び石油製品販売価格の変動とそれぞれ先物取引の変動

を対比させ、有効性を評価している。 

②金利スワップ取引 ヘッジ開始時から有効性判定時までにおける、ヘッジ対象とヘッジ手段の

キャッシュフロー変動額等を基礎にして有効性を判定している。 

 

 

８．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、仮払消費税等と仮受消費税等は、

相殺し流動負債「その他」に表示している。 
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(追加情報) 

１．金融商品会計 

 その他有価証券のうち時価のあるものについては、当中間会計期間より金融商品に係る会計基準

(「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日))を適

用し、移動平均法による原価法から中間決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)に変更している。この変更による損益

に与える影響はない。 

 

２．投資評価引当金 

従来、取引所の相場のない有価証券の実質価額の低下による損失に備えるため、その発行会社の財

政状態の実情を勘案し個別検討による必要額を計上していたが、会計制度委員会報告第 14 号「金融

商品会計に関する実務指針(中間報告)」(平成 12 年 1 月 31 日)により、有価証券の会計処理が明ら

かにされたことに伴い、取引所の相場のない有価証券に対する投資損失(185 百万円)は直接減額し、

関係会社に対する損失見込額は投資評価引当金として処理する方法に変更した。この変更による損

益に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 －２９－

                                                                                               

中間貸借対照表の注記 

  

                                    当 中 間 期                   前 期 末     前 年 中 間 期               

                                   平成13年9月末現在  平成13年3月末現在 平成12年9月末現在    

 

                                                                                          

(１) 有形固定資産の減価償却累計額     371,307百万円       363,768百万円    358,057百万円      

  

(２) 担保に供している資産                                                        

      有 形 固 定 資 産                         272,663百万円    277,737百万円   272,656百万円 

      有 価 証 券                               9百万円       9百万円        － 百万円 

            投 資 有 価 証 券          782百万円           664百万円        840百万円 

                                                                                      

(３) 保    証    債    務             24,555百万円      30,604百万円    39,354百万円 

           （保証予約等を含む）                                                      

                                                                                           

(４) 自    己    株    式 

株      式      数                1,999株             1,570株            1,776株 

価              額                    0百万円             0百万円            0百万円      

                                  

 

 

 

中間損益計算書の注記   

                                    当 中 間 期                    前 年 中 間 期                     前 期    

                  自:平成13年4月 1日  自:平成12年4月 1日   自:平成12年4月 1日 

                                  至:平成13年9月30日   至:平成12年9月30日   至:平成13年3月31日  

                                                                                                

                       

(１) 特別利益及び特別損失の内訳                                              

   特 別 利 益                                                            

    固 定 資 産 売 却 益                              273百万円        7,839百万円        9,746百万円 

    投 資 有 価 証 券 売 却 益                   2,752百万円          697百万円            697百万円       

        貸 倒 引 当 金 戻 入 益                                 － 百万円         490百万円       314百万円 

        債務保証損失引当金戻入益         － 百万円           87百万円             87百万円 

 

   特 別 損 失                                                            

        固 定 資 産 売 却 損                     199百万円          277百万円            439百万円 

    固 定 資 産 処 分 損                                 351百万円       1,420百万円          2,904百万円 

 役 員 退 職 金                             132百万円          286百万円            286百万円 

        貸 倒 引 当 金 繰 入 額         721百万円       － 百万円          － 百万円 

   投資評価引当金繰入 額       22百万円       － 百万円          － 百万円 

関 係 会 社 整 理 損     － 百万円         － 百万円       227百万円 

  投 資 有 価 証 券 売 却 損                   2,091百万円          200百万円          5,597百万円       

        投 資 有 価 証 券 評 価 損                               4,972百万円        3,971百万円          4,884百万円       

        ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損                      70百万円          320百万円            526百万円      

        流 通 構 造 改 善 費 用                     － 百万円          132百万円            137百万円      

    



 －３０－

２.  比較製品別売上高 

 

 

 

  

当 中 間 期 （ A ）             

 

自 平 成 13 年４月 １日 

至 平 成 13 年９月３０日 

 

 

前 年 中 間 期 （ B ）             

 

自 平 成 12 年４月 １日 

至 平 成 12 年９月３０日 

 

 

 

増 減 （ A ） － （ B ）             

 

 

 

  

数  量 

 

 

金  額 

 

 

数  量 

 

 

金  額 

 

 

数  量 

 

 

金  額 

 

 

 

揮 発 油     

 

 

灯 軽 油     

 

 

重 油     

 

 

そ の 他     

 

 

千 KL･t 

 

     8,301 

 

 

     5,790 

 

 

     4,623 

 

 

     1,586 

 

 

百万円 

 

   474,235 

 

 

   156,237 

 

 

   108,555 

 

 

    38,944 

 

 

千 KL･t 

 

     7,727 

 

 

     5,573 

 

 

     4,878 

 

 

     1,895 

 

 

百万円 

 

   430,923 

 

 

   145,324 

 

 

   111,207 

 

 

    49,449 

 

 

千 KL･t 

 

       574 

 

 

       217 

 

 

    △ 255 

 

 

    △ 309 

 

 

百万円 

 

    43,312 

 

 

    10,913 

 

 

 △  2,652 

 

 

 △ 10,505 

 

 

 

合 計     

 

 

    20,301 

 

   777,973 

 

    20,074 

 

   736,905 

 

       227 

 

    41,068 

 


